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１．はじめに 
筆者らの研究グループは、主に防災利用や土地利用計画

上の利用などの実用途を目的として、約1km四方を基準メ
ッシュとした全国的な地盤特性のデータベースを新たに構
築することに取り組んでいる1) 2)。山地の広域的な地盤環境
については、実用面では、土砂生産ポテンシャルとして砂
防工学やダム工学などの分野で、生産・流出土砂量やダム
堆砂量の推定のためのパラメータとして利用されることが
多い。一般に山地地域の土砂生産は、崩壊、地すべり、土
石流などの土砂移動現象によって表される。これらの現象
を解析する上での標高・地質データは、降雨や地震などの
誘因によって引き起こされる地域特性となる素因としての
地盤脆弱性の大小を表すものと考えられる。本報告では、
ケーススタディとして静岡県下を対象とし、市販されてい
る50m数値標高データと、国土数値情報をもとにその分類
基準を見直した地質データベースを用いて、生産土砂量推
定の適用性を検討した。 
２．生産土砂量の推定 
2.1 2.1 2.1 2.1 推定のためのパラメータ推定のためのパラメータ推定のためのパラメータ推定のためのパラメータ    
 本研究では山地地域の分類基準を、「地質」と「地形」の
２つの組み合わせによって表した。 
【地質】国土数値情報の表層地質分類基準は、全国的に統
一されておらず、また、岩種、固結度、時代および断層の
有無により数十種類に分類されていて実用上煩雑なことか
ら、本研究では、砂防計画で一般に用いられる『河川砂防
技術基準案』の地質区分別流出土砂量の基準を準用し、「先
第三系山地･丘陵地」「第三系山地･丘陵地」「第四系火山」
の３つに分類した。 
【地形】国土数値情報における山地の地形要素は、ある地
域内の最高･最低標高の差である起伏量を基準として分類
されている。ここでの起伏量は、計測領域の単位が県によ
り異なっており、全国的に統一された基準とは言えない。
本研究では、山地における地形量の基準を起伏量比によっ
た。起伏量比は区域内の最高･最低標高差をその２地点間の
水平距離で除したものであり、近似的には傾斜を表す無次
元量である。 
2.2 2.2 2.2 2.2 メッシュ起伏量比の算出メッシュ起伏量比の算出メッシュ起伏量比の算出メッシュ起伏量比の算出    
本研究では国土数値メッシュ内の標高値を、国土地理院
の1/2.5万地形図にもとづく50mメッシュ標高を用いて算出
した。国土数値情報の基準地域メッシュにおける起伏量比
を次のように定義する。基準地域メッシュを、起伏量比の

算出のための流域とみなし、各メッシュ内に含まれる50m
メッシュ標高のうち、最高･最低となる標高の差を、それら
の地点間距離で除した値を、メッシュ起伏量比とする。図
１に、静岡県を対象に算出した起伏量比と前述の地質分類
を示す。 
2.3 2.3 2.3 2.3 生産土砂量による比較生産土砂量による比較生産土砂量による比較生産土砂量による比較    
算出したメッシュ起伏量比について土砂生産ポテンシャ
ルの推定への適用性を確認するために、実測値の得られて
いる流域の生産土砂量と起伏量比を比較した。ここで、集
水域単位で比較するためにメッシュ起伏量比を集水域で合
計した値を用いる（図２）。 
メッシュ起伏量比を集水域で合計することの妥当性は、
砂防分野で一般的に用いられている吉松式3) から次のよう
に推論できる。吉松式は以下の式(1)で表される。 

Ca/a = g ･ x ･( R – r )1.5 ･･･ (1) 
ここで、Ca は崩壊面積、a は流域面積、g は降雨パター
ンによる定数、xは流域起伏量比、R – rは崩壊有効雨量を
示す。吉松式の左辺は単位面積当たりの崩壊面積を示して
おり、これはメッシュ単位の崩壊面積とみなせる。右辺は、
起伏量比 x とそれ以外のパラメータ群(αとする)を乗じた
式であるので、メッシュ単位での崩壊面積y は式(2)となる。 

y = αx   ･･･ (2) 
崩壊面積 y は、生産土砂量 y 'と比例関係にあると考えられ
るので、αにある係数を乗じた値をβとすると式(3)となる。 

y ' = βx   ･･･ (3) 
βが、ある同一地質の地域で、ある一定期間においてほぼ
同じ値であると仮定すると、メッシュ単位で得られる式(3)
の両辺の値は、集水域内で合計できると考えられる。 
 ここで比較に用いた生産土砂量は、大井川流域（ダム堆
砂量）、安倍川流域（崩壊生産土砂量）、富士山麓（崩壊生
産土砂量）、狩野川流域（砂防ダム堆砂量）である。これら
の計測値を観測期間（年）で除して年平均生産土砂量とし、
前述の流域起伏量比と比較した。 
2.4 2.4 2.4 2.4 比較結果比較結果比較結果比較結果    
上述の方法で算出した起伏量比と生産土砂量の関係を図
３に示す。いずれの地質においても正の相関が示され、吉
松式から導いた式(3)と同様の傾向を示すことが確認できた。 
４．まとめ 
メッシュ単位で算出した起伏量比を集水域で合計し、地
質分類ごとに実際に測定された生産土砂量の値と比較した
ところ、両者は正の相関関係を示し、既往の研究結果と同
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様の傾向となることを確認した。今後さらに、広域的な実
測生産土砂量値による検証や、スケールの異なる標高メッ
シュを用いた検討などをすすめることで、全国的に均質な
GIS 情報にもとづく山地の土砂生産ポテンシャルを評価す
ることが可能となろう。 
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図１ 静岡県における山地地域の地質分類と起伏量比 

【メッシュ起伏量比】
x = ( Emax - Emin ) / D
　x  ： 起伏量比，　Emax  ： メッシュ内最高標高，

　Emin  ： メッシュ内最低標高

　D  ： 最高・最低標高地点間距離

【流域起伏量比】
Σx =  x 1  + x 2 + x 3 + .....  + x n-1  + x n
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  図２ 起伏量比の算出方法              図３ 起伏量比と生産土砂量の関係    
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